耕作放棄地全体調査要領
平成20年４月15日付け19農振第2125号
　　　　　　最終改正　平成23年８月19日付け23農振第1319号
農林水産省農村振興局長通知
１　趣　旨
　我が国の食料自給率の向上を図るためには、優良農地の確保と有効利用を図ることが重要であることから、新たな食料・農業・農村基本計画（平成22年３月30日閣議決定）に基づき、平成32年における農地の目標面積の確保に向けて耕作放棄地の再生利用を促進する必要がある。
　一方、耕作放棄地の解消に向けては、国及び都道府県の協力の下、平成20年度から市町村・農業委員会による耕作放棄地の状況等を把握するための現地調査を行い、解消対策を推進してきたところである。
  こうした状況を踏まえ、新たな基本計画の下、農地の確保や有効利用に係る取組の一環として、引き続き現況が耕作放棄地となっている農地を対象に荒廃の状況等を把握する現地調査を実施するとともに、把握した耕作放棄地に係る解消計画を定め、耕作放棄地解消に向けた取組を推進するものとする。
　なお、本調査では、森林化・原野化して農地等の利用が不可能であり、非農地として扱うべき土地について明らかにした上で、こうした土地を有効に活用した取組を促進するとともに農地基本台帳に本調査の結果を反映させるため、本調査の結果を市町村と農業委員会の両者で共有し、その活用を図ることとする。
２　実施体制
(1) 本調査は、市町村と農業委員会が連携して行うものとする。
(2) 国及び都道府県は、全国農業会議所及び都道府県農業会議と連携しつつ、耕作放棄地の情報提供等の協力を行うものとする。
(3) 市町村と農業委員会は、本調査を効率的かつ速やかに進めるため、必要に応じて、土地改良区役職員・総代、農業協同組合職員、農業共済組合の損害評価員に対し、耕作放棄地の情報提供等本調査の応援を求めるものとする。
３　調査時期及び期間
　本調査は、毎年１月１日から12月31日までの間に実施する。
（平成32年まで実施する。）
４　調査手順
　本調査は、次の手順により実施する。
(1) 現地調査    
(2）耕作放棄地の区分の判断
(3) 耕作放棄地解消計画の策定
(4) 耕作放棄地の解消確認（実績）
(5）調査結果の取りまとめ
５　現地調査
　現地調査は、農地法（昭和27年法律第229号）第30条第１項に規定する「利用状況調査」（同条第３項第１号に掲げる農地に係るものに限る。）をもってこれに代える。
当該利用状況調査の実施に際しては、市町村はア及びイについて目視により一筆ごとに把握する等により、農業委員会に協力する。
ア　過去の調査により把握されている耕作放棄地の現状確認、解消及び新たな営農の推進等の状況
イ　新たな耕作放棄地の発生状況
６　耕作放棄地の区分の判断
(1) 耕作放棄地の区分
　本調査においては、耕作放棄地の状況に応じて、一筆ごとに以下の区分を行うものとし、調査様式及び図面等に整理する。なお、本調査により既に把握されている耕作放棄地が転用された場合については、別途その旨区分することとする。
①　農地として利用すべき耕作放棄地
ア　人力・農業用機械で草刈り・耕起・抜根・整地（以下「草刈り等」という。）を行うことにより、直ちに耕作することが可能な土地（緑）
イ　草刈り等では直ちに耕作することはできないが、基盤整備（区画整理、暗きょ排水、客土、農道整備、重機を用いた整地等）を実施して農業利用すべき土地（黄）
②　農地として利用が不可能な土地
　森林・原野化している等、農地に復元して利用することが不可能と見込まれる土地のうち、農業委員会が「耕作放棄地に係る農地法第２条第１項の「農地」に該当するか否かの判断基準等について」（平成20年４月15日付け19経営第7907号経営局長通知。以下「農地・非農地判断基準」という。）の第３に定める基準に従って、農地法第２条第１項に規定する農地に該当しないと判断した土地（以下「非農地」という。）（赤：判断済み）
③　農地に復元して利用することが不可能と見込まれる土地
　森林・原野化している等、農地に復元して利用することが不可能と見込まれる土地のうち、農業委員会が農地・非農地判断基準の第３に定める基準に従って、農地法第２条第１項に規定する農地に該当しないと判断するに至っていない土地（赤：判断未了）
(2) 区分整理における留意点
①　上記(1)で①に区分された耕作放棄地（以下「要解消地」という。）において、ア又はイのいずれかの区分に該当するか判断が困難な場合は、イの区分に該当するものとする。
②　上記(1)で①又は③に区分された土地の面積の合計は農地法第30条第３項第１号の遊休農地の面積と一致するものであるが、一致しない場合にはその理由について整理する。
③　上記(1)で③に区分された土地については、次年度の調査において速やかに①又は②に区分する。
④　上記(1)の②に区分された土地のうち、農業振興地域の整備に関する法律（以下「農振法」という。昭和44年法律第58号）第８条第２項第１号に規定する農用地区域（以下「農用地区域」という。）内に存する土地について、市町村は、「「非農地」と決定された土地に関し農用地区域に残置するか否かの判断基準について」
（平成20年４月15日付け19農振第2127号農村振興局長通知）に基づき、農用地区域に残置する土地とそれ以外の土地に区分するとともに、残置するとした理由について整理する。
７　耕作放棄地解消計画の策定
(1) 解消計画の策定
　市町村は、計画的な耕作放棄地解消のための基礎資料とするため、農業委員会との連携して、地域協議会等の協力を得て耕作放棄地解消計画（別紙10。以下「解消計画」という。）を策定することとする。
　解消計画については、要解消地の再生利用等に向けた目標のほか、地域全体での取組や引受け手確保のための方策など、市町村が作成した大字又は集落等を範囲（地域）とする解消計画（案）を基に、地域協議会を始め、農業団体、その範囲内に存在する耕作放棄地の所有者、再生された農地の引受けを希望する農家等の意向を踏まえて取りまとめることとする（なお、農地法第33条に規定する「遊休農地の農業上の利用に関する計画」の提出があった場合には、その内容等を踏まえて解消計画を策定する。）。
　また、市町村は、上記６の(1)の②に区分された土地等を対象に、非農地利用による地域活性化に関する計画を策定することができる。
(2) 解消計画の内容
　解消計画には、次の事項を記載するものとする。
ア　市町村名、地区名（大字名）
イ　耕作放棄地面積（解消計画内の耕地面積、その他面積等）
ウ　農地法に基づく指導内容等（農地法第30条第３項に  基づく指導内容、解消目標面積等）
エ　解消分類（見込み）
要解消地については以下のとおり分類する。
 (ｱ) 営農再開（７の(3)の②のア）
 (ｲ) 基盤整備後営農再開（７の(3)の②のイ）
 (ｳ) 保全管理（７の(3)の②のウ）
オ　解消に向けた取組内容
　耕作者の確保に向けた取組、導入作物の選定や保全管理の手法、営農再開に向けた手順等（放牧、区画整理等）のほか、必要に応じて年別の取組等の内容について記載する。
カ　その他
　上記６の(1)の③に区分された農地に関する解消に向けた取組についても、必要に応じて、その計画等を記載することができる。
(3) 耕作放棄地の解消分類（見込み）
　要解消地については、意欲ある多様な農業者への農地集積の推進等により営農の再開を図るべきであるが、引受け手がいない等特別な事情がある地域については、市町村及び農業委員会は、①の判断要素を総合的に検討し、②の判断基準に従って「営農再開」、「基盤整備後営農再開」又は「保全管理」のいずれかに分類するものとする。
　なお、当該分類を行うに当たっては、耕作放棄地再生利用緊急対策実施要綱（平成21年４月１日付け20農振第2207号農林水産事務次官依命通知）第５に規定する地域協議会等の耕作放棄地対策を推進する組織（以下「地域協議会等」という。）から意見を求めることが望ましい。
①　解消分類（見込み）の判断要素
ア　耕作者確保の見込み
　以下のａ又はｂのいずれかに該当する場合には耕作者確保の見込みがあるものと判断する。
a　要解消地の所有者又は所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者による耕作再開の意志がある。
b　要解消地において耕作を行い得る者が存在する。
要解消地の周辺地域において以下のいずれかの者が存在する。
(a) 規模拡大を志向する地域の認定農業者・集落営農等（他地域からの入作者を含む）
(b) 農業に参入する意向のあるＮＰＯ法人、農業協同組合、地場の会社等
(c) 自ら飼料増産を行う畜産農家又は畜産農家と連携して飼料増産を行う者
イ　作物の導入見込み
導入作物が決まっている場合には、作物の導入見込みがあるものと判断する。
②　解消分類（見込み）の判断基準
ア　「営農再開」
　要解消地が上記①のア及びイに該当し、かつ基盤整備が行われない場合には、「営農再開」へ分類する（周辺地域に、放牧が可能な畜産農家が存在する場合は、これをもって営農再開へ分類する。）。
イ　「基盤整備後営農再開」
　要解消地が上記①のア及びイに該当し、かつ、基盤整備が行われる場合は、「基盤整備後営農再開」に分類する。
ウ　「保全管理」
　要解消地が上記①のア又はイのいずれにも該当しない場合は、「保全管理」に分類する。解消に向けた取組内容の例示としては以下のとおりである。
a　市民農園、教育ファーム等としての利活用
b　景観作物（コスモス、ひまわり、菜の花等）、緑肥作物の植栽
c　今後の耕作に向けた、草刈り、刈払い、耕起、水張りその他農地を常に耕作しうる状態に保つ行為
③　解消分類（見込み）に関する留意点
ア　上記①のアの耕作者確保の見込みについては、農地法第30条第３項の規定に基づき当該要解消地の所有者（所有権以外の権原に基づき使用及び収益をする者がある場合には、その者及びその要解消地の所有者（以下「所有者等」という。）に対して当該要解消地の農業上の利用の増進を図るため必要な指導を行った場合の内容、同法第33条第１項の規定に基づき当該要解消地の所有者等から提出された「当該通知に係る当該要解消地の農業上の利用に関する計画」の内容等、当該要解消地の所有者等の耕作の再開についての意向や考え方等を踏まえて判断するものとする（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第11条の12に規定する農地利用集積円滑化団体が農地所有者代理事業に係る委任を受けている場合も同様。）。
イ　上記②のウ「保全管理」は当分の間の措置であり、市町村及び農業委員会では、引き続き耕作者の確保や導入作物の選定等の状況について確認の上、「営農再開」又は「基盤整備後営農再開」に分類する（なお、恒常的な市民農園、教育ファーム等としての利用については、この限りではない。）。
(4) 解消計画策定上の留意点
①　農用地区域は、農業に関する公共投資その他の農業振興施策が計画的かつ集中的に実施される農業上重要な区域であることから、解消計画の策定に当たっては、農用地区域内における要解消地の再生利用を優先する。
②　また、農用地区域外の要解消地のうち、計画的かつ集中的に農業振興施策を実施すべき要解消地については、農用地区域への編入を促進する。
③　上記要解消地のほか、大字又は集落等を対象範囲とする解消計画の範囲にある耕作放棄地となるおそれが大きい農地等であって、次の、ア及びイに掲げるものについては必要に応じて、当該解消計画の対象に含めることができる。
ア　農地法第30条第３項第２号に規定された遊休農地で施策的な支援が必要と見込まれる農地
イ　要解消地の近隣農地等で要解消農地と一体的に解消計画を策定することが効率的かつ効果的である農地等
８　耕作放棄地の解消確認（実績）
(1) 解消状況の確認
　市町村は、現地調査の結果等を基に、過去の本調査により調査した耕作放棄地の解消実績として、別紙１の解消確認欄へ記入及び図面等の整理を行う。この際、要解消地における再生利用の実施状況及び上記６の(1)の②に区分された土地に関する非農地として判断するために必要な手続の進捗状況については、次の確認を行うこととする。
ア　要解消地における再生利用については、現地調査の結果をもとに、各種補助事業等の実施状況等を確認
イ　上記６の(1)の②に区分された土地に関する非農地として判断するために必要な情報については、農業委員会からの情報提供等により把握
(2) 解消分類（実績）
上記(1)の確認後、以下のとおり分類する。
ア　「営農再開」
　要解消地が解消され、実際に営農が再開された場合には「営農再開」へ分類する。
イ　「基盤整備後営農再開」
　要解消地が、現時点において基盤整備事業等が開始又は完了されており、事業完了後の営農再開の予定があるものは「基盤整備後営農再開」へ分類する。
ウ　「保全管理」
　要解消地が上記（1）のア又はイのいずれにも該当しない場合は、「保全管理」に分類する。解消に向けた取組内容の例示としては以下のとおりである。
a　市民農園、教育ファーム等としての利活用
b　景観作物（コスモス、ひまわり、菜の花等）、緑肥作物の植栽
c　今後の耕作に向けて、草刈り、刈払い、耕起、水張りその他農地を常に耕作しうる状態に保つ行為
　
９　調査結果の取りまとめ
(1) 耕作放棄地全体調査表（以下「調査表(別紙１)」という。）の耕作放棄地区分等の集計及び報告
①　市町村及び農業委員会は、６の(1)により区分された土地について、一筆ごとに調査表(別紙１)の耕作放棄地区分等を記入するとともに、６の(1）の①に区分された土地を市町村単位で集計した市町村要解消地集計表（別紙２）を現地調査実施年の翌年の１月末日までに都道府県知事へ提出するものとする。
　また、６の(1)の②又は③に区分された土地について、市町村単位で集計した市町村非農地・非農地(判断未了)集計（別紙３）を現地調査実施年の翌年の１月末日までに都道府県知事へ提出するものとする。
　なお、都道府県は、必要に応じて市町村に調査表（別紙１）の提出を求めることができる。また、市町村は都道府県と協議の上、市町村耕作放棄地面積集計表（別紙２）及び市町村非農地・非農地（判断未了）集計（別紙３）の提出を、調査表（別紙１）の提出に代えることができる。その場合、別紙２及び別紙３の集計は都道府県が行うものとする。
②　都道府県知事は、都道府県要解消地集計表（別紙４）、都道府県非農地・非農地(判断未了)集計表（別紙５）をそれぞれ都道府県単位で集計し、現地調査実施年の翌年の３月10日までにその都道府県を管轄する地方農政局長（北海道にあっては農林水産省農村振興局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長。以下「地方農政局長等」という。）に提出するものとする。　　
(2) 耕作放棄地解消確認集計表等の取りまとめ
①　市町村は、農業委員会と連携して、耕作放棄地が解消された場合には、解消を確認した日付を一筆ごとに調査表に記入する（調査表(別紙１)の耕作放棄地解消確認欄に記入）。
ア　市町村及び農業委員会は、これを市町村単位で集計した市町村耕作放棄地解消確認集計表（別紙６及び別紙７）を現地調査実施年の翌年の１月末日までに都道府県知事へ提出するものとする。
イ　都道府県知事は、市町村耕作放棄地解消確認集計表を都道府県単位で集計した都道府県耕作放棄地解消確認集計表（別紙８及び別紙９）を、現地調査実施年の翌年の３月10日までに提出するものとする。
 なお、都道府県は、必要に応じて市町村に調査表（別紙１）の提出を求めることができる。また、市町村は都道府県と協議の上、市町村耕作放棄地解消確認集計表（別紙６及び別紙７）の提出を、調査表（別紙１）の提出に代えることができる。その場合、別紙６及び別紙７の集計は都道府県が行うものとする。
(3) 解消計画の提出
　市町村は、各年の現地調査終了後に解消計画（別紙10）の策定又は見直しを行うこととし、策定又は見直しを行った解消計画は、都道府県知事を経由して、現地調査実施年の翌年の２月20日までに、地方農政局長等に提出するものとする
　特に、震災等何らかの理由で提出が遅れる場合は、国と県との協議により時期を決定することができる。
10　その他
(1) 農業振興地域制度担当部局との連携　　
　本調査の結果は、農振法第５条の２に基づき、農林水産大臣が求める資料等に活用されるため、本調査の実施、取りまとめ、報告等において、市町村の調査担当部局は、市町村の農業振興地域制度担当部局との連携強化を図ることとする。
　また、都道府県の調査担当部局と農業振興地域制度担当部局との連携を図ることとする。
　具体的には、農振法に基づく農業振興地域内の農用地区域、農用地区域外及び農業振興地域以外の区分について、基盤整備の有無や農地の集団性について整理を行う。
(2) 農業者戸別所得補償制度との連携
　耕作放棄地の発生を抑制し、再生利用を促進する農業者戸別所得補償制度の再生利用加算については、上記８の(2)の解消分類（実績）において「営農再開」又は「基盤整備後営農再開」に分類された農地のほか、市町村が認定した「調整水田等の不作付地の改善計画」の「状態」欄において「自己保全管理：２」又は「その他：３」に区分された不作付けの農地、耕作放棄地の再生利用の実績において解消分類が「保全管理」に区分された農地及びこれに準ずると認められる農地が対象であることから、農業者戸別所得補償制度に係る関係部局や関係機関との連携強化を図るとともに、日頃より情報交換に努める。
11　公　表
国は、調査結果を集計し、公表するものとする。
12　様　式
①　耕作放棄地全体調査表（別紙１）
②  市町村要解消地集計表（別紙２）
③　市町村非農地・非農地（判断未了）集計表（別紙３）
④  都道府県要解消地集計表（別紙４）　
⑤  都道府県非農地・非農地(判断未了)集計表（別紙５）
⑥  市町村耕作放棄地解消確認集計表（別紙６）
⑦  市町村耕作放棄地解消確認集計表（別紙７）
⑧  都道府県耕作放棄地解消確認集計表（別紙８）
⑨  都道府県耕作放棄地解消確認集計表（別紙９）
⑩  耕作放棄地解消計画（別紙10）
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